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 一般会計 

 

議案第 69 号 

   令和 5 年度富山県一般会計補正予算（第 2 号） 

 令和 5 年度富山県の一般会計補正予算（第 2 号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 4,537,388 千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ 637,192,439 千円とする。 

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入 

歳出予算の金額は、「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和 5 年 5 月 2 日 提  出 

 

 富山県知事 新  田   八  朗 
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(単位　千円)　

補正前の額 補　正　額 計

7 分担金及び負担金 3,054,454 3,138 3,057,592

1 分 担 金 521,037 3,138 524,175

9 国 庫 支 出 金 64,843,551 4,250,721 69,094,272

2 国 庫 補 助 金 43,015,890 4,182,721 47,198,611

3 委 託 金 954,120 68,000 1,022,120

12 繰 入 金 17,597,835 280,391 17,878,226

2 基 金 繰 入 金 10,614,432 280,391 10,894,823

14 諸 収 入 116,608,916 3,138 116,612,054

7 雑 入 7,471,571 3,138 7,474,709

430,550,295 430,550,295

632,655,051 4,537,388 637,192,439

(単位　千円)　

補正前の額 補　正　額 計

2 総 務 費 28,262,936 372,000 28,634,936

1 総 務 管 理 費 12,486,811 150,000 12,636,811

2 企 画 費 5,603,640 222,000 5,825,640

一般会計

歳　　　 入　　　 合　　　 計

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　　　　　入

款 項

補正されなかった款項に係る額

　歳　　　　　出

款 項

－ 2 －



3 民 生 費 53,993,635 747,200 54,740,835

1 社 会 福 祉 費 37,849,242 652,000 38,501,242

2 児 童 福 祉 費 15,758,235 95,200 15,853,435

4 衛 生 費 42,160,417 1,084,100 43,244,517

2 環 境 衛 生 費 1,851,095 2,100 1,853,195

4 医 務 費 4,729,498 582,000 5,311,498

6 公 害 防 止 費 2,405,834 500,000 2,905,834

5 労 働 費 2,578,525 51,000 2,629,525

3 失 業 対 策 費 428,163 51,000 479,163

6 農 林 水 産 業 費 33,418,579 339,998 33,758,577

1 農 業 費 7,221,847 240,000 7,461,847

2 畜 産 業 費 752,807 8,250 761,057

3 農 地 費 15,940,399 48,848 15,989,247

4 林 業 費 7,563,929 10,000 7,573,929

5 水 産 業 費 1,939,597 32,900 1,972,497

7 商 工 費 112,276,713 1,923,000 114,199,713

2 工 鉱 業 費 6,434,792 1,855,000 8,289,792

3 観 光 費 1,669,700 68,000 1,737,700

8 土 木 費 60,837,797 10,000 60,847,797

一般会計
－ 3 －



1 土 木 管 理 費 1,154,627 10,000 1,164,627

10 教 育 費 103,516,492 10,090 103,526,582

1 教 育 総 務 費 10,389,916 7,500 10,397,416

4 高 等 学 校 費 27,036,823 545 27,037,368

5 特 別 支 援 学 校 費 10,201,171 245 10,201,416

8 保 健 体 育 費 2,002,933 1,800 2,004,733

195,609,957 195,609,957

632,655,051 4,537,388 637,192,439

一般会計

補正されなかった款項に係る額

歳　　　 出　　　 合　　　 計

－ 4 －



                                                   

 

報告第 3 号 

 

   地方自治法第 179 条による専決処分の件 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第 179 条第 1 項の規定に基づき、次の事件を

別紙のとおり専決処分したので報告し、承認を求める。 

 

  令和 5 年 5 月 2 日 提  出 

 

 富山県知事 新  田   八  朗 

 

県職員及び県費負担教職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例一部 

改正の件 

富山県税条例一部改正の件 

過疎地域等における県税の特別措置に関する条例一部改正の件 

損害賠償に係る和解に関する件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方自治法第 179 条による専決処分の件 
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専決処分第  18  号

県職員及び県費負担教職員の育児休業等に関する条例の一部を改正す

る条例一部改正の件

県職員及び県費負担教職員の育児休業等に関する条例の一部を改正す

る条例の一部を改正する条例

　県職員及び県費負担教職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（令

和４年富山県条例第42号）の一部を次のように改正する。

　第２条のうち県職員及び県費負担教職員の育児休業等に関する条例第10条の改正

規定の次に次のように加える。

　第15条第１項の表中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同条第２項の表中「第４条第３項」を「第26条第３項」に、「第28

条の４第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項」を「第

22条の４第１項又は第22条の５第１項若しくは第２項」に、「第28条の５第１項

に」を「第22条の４第１項に」に、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用

短時間勤務職員」に改め、「第26条第３項及び」を削る。

　第23条第１項の表中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同条第２項の表中「第４条第３項」を「第26条第３項」に、「第28

条の４第１項、第28条の５第１項又は第28条の６第１項若しくは第２項」を「第

22条の４第１項又は第22条の５第１項若しくは第２項」に、「第28条の５第１項

に」を「第22条の４第１項に」に、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用

短時間勤務職員」に改め、「第26条第３項及び」を削る。

　附則に次の１項を加える。

３�　暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法

律第63号）附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項から第４項までの

規定により採用された者をいう。）は、第２条の規定による改正後の県職員及び

県費負担教職員の育児休業等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第

24条第２号に規定する定年前再任用短時間勤務職員等とみなして、改正後の条例

第24条及び第25条の規定を適用する。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。



県職員及び県費負担教職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例一部改正の件
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　以上、地方自治法第 179 条第１項の規定により専決する。

　　令和 5  年 3  月31日

富山県知事　新　　田　　　八　　朗　



富山県税条例一部改正の件
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専決処分第  19  号

富山県税条例一部改正の件

富山県税条例の一部を改正する条例

　富山県税条例（昭和29年富山県条例第16号）の一部を次のように改正する。

　第34条第２項中「によつて」を「により」に改める。

　第68条第１項中「によつて」を「により」に、「においては」を「には」に改め、

同条第２項中「第10項」を「第14項」に改める。

　第 137 条第４号中「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」を「エネルギー

の使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律」に、「第 147 条第

１号イ」を「第 151 条第１号イ」に改め、同条第５号中「エネルギーの使用の合理

化等に関する法律第 145 条第１項」を「エネルギーの使用の合理化及び非化石エネ

ルギーへの転換等に関する法律第 149 条第１項」に改める。

　附則第４条中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。

　附則第６条の６の３第１項中「令和５年３月31日」を「令和７年３月31日」に改

め、同条第２項及び第３項を削り、同条第４項中「掲げる軽油自動車」の次に「（

第 138 条の２第１項第６号に規定する軽油自動車をいう。以下この項及び附則第６

条の７において同じ。）」を加え、「令和５年３月31日」を「令和５年12月31日」

に改め、同項を同条第２項とする。

　附則第６条の６の５第２項を削る。

　附則第６条の６の６第１項から第３項までの規定中「令和５年３月31日」を「令

和７年３月31日」に改め、同条第４項を次のように改める。

４�　車両総重量（道路運送車両法第40条第３号に規定する車両総重量をいう。次項

及び第６項において同じ。）が８トンを超えるトラック（省令附則第４条の11第

11項に規定する被けん引自動車を除く。次項及び第６項において同じ。）であつ

て、同法第41条第１項の規定により令和４年５月１日以降に適用されるべきもの

として定められた左側面への衝突に対する安全性の向上を図るための装置（以下

この項及び次項において「側方衝突警報装置」という。）に係る保安上又は公害

防止その他の環境保全上の技術基準で省令附則第４条の11第９項に規定するもの

（次項において「側方衝突警報装置に係る保安基準」という。）及び同法第41条

第１項の規定により令和７年９月１日以降に適用されるべきものとして定められ
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た前方障害物との衝突に対する安全性の向上を図るための装置（以下この項及び

第６項において「衝突被害軽減制動制御装置」という。）に係る保安上又は公害

防止その他の環境保全上の技術基準で省令附則第４条の11第10項に規定するもの

（第６項において「衝突被害軽減制動制御装置に係る保安基準」という。）のい

ずれにも適合するもののうち、側方衝突警報装置及び衝突被害軽減制動制御装置

を備えるもの（省令附則第４条の11第８項に規定するものに限る。）で初回新規

登録を受けるものに対する第 138 条の３の規定の適用については、当該自動車の

取得が令和６年４月30日までに行われたときに限り、同条中「という。）」とあ

るのは、「という。）から 350 万円を控除して得た額」とする。

　附則第６条の６の６第５項を削り、同条第６項中「（省令附則第４条の11第18項

に規定する被けん引自動車を除く。）」を削り、「附則第４条の11第17項」を「附

則第４条の11第12項」に、「令和５年３月31日」を「令和６年４月30日」に改め、

同項を同条第５項とし、同項の次に次の１項を加える。

６�　乗用車（省令附則第４条の11第14項に規定するものに限る。）、バス（省令附

則第４条の11第15項に規定するものに限る。）又は車両総重量が 3 .5 トンを超え

るトラックであつて、道路運送車両法第41条第１項の規定により令和７年９月１

日以降に適用されるべきものとして定められた衝突被害軽減制動制御装置に係る

保安基準に適合するもののうち、衝突被害軽減制動制御装置を備えるもの（省令

附則第４条の11第13項に規定するものに限る。）で初回新規登録を受けるものに

対する第 138 条の３の規定の適用については、当該自動車の取得が令和７年３月

31日までに行われたときに限り、同条中「という。）」とあるのは、「という。 

）から 175 万円を控除して得た額」とする。

　附則第６条の６の６第７項中「附則第４条の11第19項」を「附則第４条の11第16

項」に改める。

　附則第６条の７第１項各号列記以外の部分中「電気自動車をいう。以下この条」

を「電気自動車をいう。次項第１号」に、「天然ガス自動車をいう。以下この条」

を「天然ガス自動車をいう。次項第２号」に、「以下この条及び次条」を「次条」

に改め、同項第１号中「ガソリン自動車（以下この条」を「ガソリン自動車（次項

第４号及び第３項第１号」に、「同項第５号」を「同条第１項第５号」に、「石油

ガス自動車（以下この条」を「石油ガス自動車（次項第５号及び第３項第２号」に、

「平成22年３月31日」を「平成25年３月31日」に改め、同項第２号中「平成24年３
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月31日」を「平成27年３月31日」に改め、同条第２項及び第３項を削り、同条第４

項中「（自家用の乗用車及び自家用の特種用途車を除く。）」及び「、当該自動車

が令和３年４月１日から令和４年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合に

は令和４年度分の自動車税の種別割に限り」を削り、「令和５年３月31日」を「令

和８年３月31日」に、「令和５年度分」を「、当該初回新規登録を受けた日の属す

る年度の翌年度分」に改め、「、当該各号に掲げる自動車の区分に応じ」を削り、

「当該各号に定める字句」を「同表の第４欄に掲げる字句」に改め、同項第１号中

「電気自動車　附則別表第１の第４欄に掲げる字句」を「電気自動車」に改め、同

項第２号中「平成30年天然ガス車基準」を「道路運送車両法第41条第１項の規定に

より平成30年10月１日以降に適用されるべきものとして定められた第 138 条の２第

１項第２号アに規定する排出ガス保安基準で省令附則第５条の２第１項に規定する

もの」に、「又は平成21年天然ガス車基準」を「又は第 138 条の２第１項第２号イ

に規定する平成21年天然ガス車基準（以下この号において「平成21年天然ガス車基

準」という。）」に、「附則第５条の２第７項に規定するもの　附則別表第１の第

４欄に掲げる字句」を「附則第５条の２第２項に規定するもの」に改め、同項第３

号中「充電機能付電力併用自動車　附則別表第１の第４欄に掲げる字句」を「充電

機能付電力併用自動車」に改め、同項第４号中「平成30年ガソリン軽中量車基準」

を「第 138 条の２第１項第４号アアａに規定する平成30年ガソリン軽中量車基準（

次項第１号において「平成30年ガソリン軽中量車基準」という。）」に、「平成17

年ガソリン軽中量車基準」を「同条第１項第４号アアｂに規定する平成17年ガソリ

ン軽中量車基準（次項第１号において「平成17年ガソリン軽中量車基準」という。

）」に、「第 138 条の２第１項第４号アイ」を「同条第１項第４号アイ」に、「こ

の項」を「この項及び次項」に、「令和２年度基準エネルギー消費効率」を「同条

第１項第４号アウに規定する令和２年度基準エネルギー消費効率（以下この項及び

次項において「令和２年度基準エネルギー消費効率」という。）」に、「附則第５

条の２第８項に規定するもの　附則別表第１の第４欄に掲げる字句」を「附則第５

条の２第３項に規定するもの」に改め、同項第５号中「平成30年石油ガス軽中量車

基準」を「第 138 条の２第１項第５号アアａに規定する平成30年石油ガス軽中量車

基準（次項第２号において「平成30年石油ガス軽中量車基準」という。）」に、 

「平成17年石油ガス軽中量車基準」を「同条第１項第５号アアｂに規定する平成17

年石油ガス軽中量車基準（次項第２号において「平成17年石油ガス軽中量車基準」
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という。）」に、「附則第５条の２第９項に規定するもの　附則別表第１の第４欄

に掲げる字句」を「附則第５条の２第４項に規定するもの」に改め、同項第６号中

「平成30年軽油軽中量車基準又は平成21年軽油軽中量車基準」を「第 138 条の２第

１項第６号アアに規定する平成30年軽油軽中量車基準（次項第３号において「平成

30年軽油軽中量車基準」という。）又は同号アアに規定する平成21年軽油軽中量車

基準（次項第３号において「平成21年軽油軽中量車基準」という。）」に、「附則

第５条の２第10項に規定するもの　附則別表第１の第４欄に掲げる字句」を「附則

第５条の２第５項に規定するもの」に改め、同項第７号から第９号までを削り、同

項を同条第２項とし、同条に次の１項を加える。

３�　次の各号に掲げる自動車（自家用の乗用車及び自家用の特種用途車を除く。）

に対する第 139 条第１項第１号及び第５号の規定の適用については、当該自動車

が令和４年４月１日から令和７年３月31日までの間に初回新規登録を受けた場合

には、当該初回新規登録を受けた日の属する年度の翌年度分の自動車税の種別割

に限り、附則別表第１の第１欄に掲げる規定中同表の第２欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の第５欄に掲げる字句とする。

　⑴�　ガソリン自動車（営業用の乗用車に限り、前項第４号に掲げるものを除く。）

のうち、窒素酸化物の排出量が平成30年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸

化物の値の２分の１を超えないもの又は窒素酸化物の排出量が平成17年ガソリ

ン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１を超えないものであつて、

エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に 100 分の70を乗じ

て得た数値以上かつ令和２年度基準エネルギー消費効率以上のもので省令附則

第５条の２第６項に規定するもの

　⑵�　石油ガス自動車（営業用の乗用車に限り、前項第５号に掲げるものを除く。）

のうち、窒素酸化物の排出量が平成30年石油ガス軽中量車基準に定める窒素酸

化物の値の２分の１を超えないもの又は窒素酸化物の排出量が平成17年石油ガ

ス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分の１を超えないものであつて、

エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に 100 分の70を乗じ

て得た数値以上かつ令和２年度基準エネルギー消費効率以上のもので省令附則

第５条の２第７項に規定するもの

　⑶�　軽油自動車（営業用の乗用車に限り、前項第６号に掲げるものを除く。）の

うち、平成30年軽油軽中量車基準又は平成21年軽油軽中量車基準に適合するも
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のであつて、エネルギー消費効率が令和12年度基準エネルギー消費効率に 100

　　分の70を乗じて得た数値以上かつ令和２年度基準エネルギー消費効率以上のも

　　ので省令附則第５条の２第８項に規定するもの

　附則第６条の10第１項中「又は第４項」を「又は第３項」に、「から第４項まで」

を「又は第３項」に改める。

　附則第10条の４中「令和５年度」を「令和８年度」に改める。

　　　附　則

　 （施行期日）

第１条　この条例は、令和５年４月１日から施行する。

　 （自動車税に関する経過措置）

第�２条　この条例による改正後の富山県税条例の規定中自動車税の環境性能割に関

する部分は、この条例の施行の日以後に取得された自動車に対して課すべき自動

車税の環境性能割について適用し、この条例の施行の日前に取得された自動車に

対して課する自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。

２�　この条例による改正後の富山県税条例附則第６条の７の規定は、令和５年度以

後の年度分の自動車税の種別割について適用し、令和４年度分までの自動車税の

種別割については、なお従前の例による。

　以上、地方自治法第 179 条第１項の規定により専決する。

　　令和 5  年 3  月31日

富山県知事　新　　田　　　八　　朗　
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専決処分第  20  号

過疎地域等における県税の特別措置に関する条例一部改正の件

過疎地域等における県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条

例

　過疎地域等における県税の特別措置に関する条例（昭和39年富山県条例第75号）

の一部を次のように改正する。

　第２条第１項各号列記以外の部分中「第12条第３項の表の第１号の中欄又は第45

条第２項の表の第１号の中欄」を「第12条第４項の表の第１号の中欄又は第45条第

３項の表の第１号の中欄」に、「第12条第３項の表の第１号の下欄又は第45条第２

項の表の第１号の下欄」を「第12条第４項の表の第１号の下欄又は第45条第３項の

表の第１号の下欄」に、「第28条の９第10項」を「第28条の９第10項第１号」に改

める。

　第３条各号列記以外の部分中「令和５年３月31日」を「令和７年３月31日」に改

める。

　第４条第１項各号列記以外の部分中「令和５年３月31日」を「令和７年３月31日」

に、「第12条第３項（同項の表の第２号に係る部分に限る。）又は第45条第２項（

同項の表の第２号に係る部分に限る。）」を「第12条第４項の表の第２号又は第45

条第３項の表の第２号」に改め、「建物」の次に「（同法第12条第４項の表の第１

号の上欄又は第45条第３項の表の第１号の上欄に掲げる地区内において営む半島振

興法第17条に掲げる事業の用に供するものを除く。）」を加え、「（第２条の規定

による課税免除の適用を受ける者を除く。）」を削る。

　　　附　則

　 （施行期日）

１　この条例は、令和５年４月１日から施行する。

　 （経過措置）

２�　この条例による改正後の第４条の規定は、この条例の施行の日以後に新設され、

又は増築される施設又は設備について適用し、同日前に新設され、又は増設され

た施設又は設備については、なお従前の例による。

　以上、地方自治法第 179 条第１項の規定により専決する。
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　　令和 5  年 3  月31日

富山県知事　新　　田　　　八　　朗　



 

専決処分第 21 号 

 

    損害賠償に係る和解に関する件 

 

  令和 2 年 3 月 19 日に伏木富山港新湊地区で発生した北 1 号岸壁の損傷に係る損 

害賠償について、次のとおり和解する。 

  以上、地方自治法第 179 条第 1 項の規定により専決する。 

  

   令和 5 年 3 月 31 日 

 

富山県知事 新  田   八  朗  

 

1 相 手 方 中華人民共和国香港特別行政区 

         LECANG SHIPPING ENTERPRISE CO.,LIMITED 

          

2 和解の内容 相手方は損傷した岸壁を原状回復し、県は相手方に責のない経年 

劣化分 4,200,000 円を負担する。 
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－ 15 － 



                                                   

 

   損害賠償に係る和解に関する件（地方自治法第 179 条第 1 項による専決処分） 

 

専決処

分番号
概       要 和解の相手方 損害賠償額 

専決処分 

年 月 日 
 

16 令和 4 年 12 月 19 日に県道坪野

小矢部線砺波市東開発地内で発

生した橋上部からの落雪による

車両の損傷 

砺波市在住 1 名 

高岡市在住 1 名 

県が支払う額 

284,702 円 

令和 5年 

3 月 27 日 

 

17 令和 4 年 12 月 24 日に臨港道路

富山新港東西線射水市堀岡新明

神地内で発生した橋上部からの

落雪による車両の損傷 

射水市在住 1 名 県が支払う額 

557,216 円 

令和 5年 

3 月 29 日 

 

22 令和 4 年 9 月 25 日に県道富山小

杉線富山市花園町地内で発生し

た樹木の接触による車両の損傷 

東京都千代田区 

 東京海上日動火

災保険株式会社 

富山市在住 2 名 

県が支払う額 

251,576 円 

令和 5年 

4 月 10 日 

 

24 令和 5 年 1 月 28 日に県道富山高

岡線高岡市三女子地内で発生し

た橋上部からの落雪による車両

の損傷 

射水市在住１名 県が支払う額 

 85,910 円 

令和 5年 

4 月 21 日 
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報告第 4 号 

 

   地方自治法第 180 条による専決処分の件 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第 180 条第 1 項の規定に基づき、次の事件を

別紙のとおり専決処分したので報告する。 

 

  令和 5 年 5 月 2 日 提  出 

 

 富山県知事 新  田   八  朗 

 

損害賠償に係る和解に関する件 
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   損害賠償に係る和解に関する件（地方自治法第 180 条第 1項による専決処分） 

 

専決処

分番号 
概       要 和解の相手方 損害賠償額 

専決処分 

年 月 日 
 

23 令和 4 年 12 月 16 日に富山市八

尾町小長谷地内で発生した県有

自動車の交通事故 

富山市 

 岡本工業株式会社 

富山市在住 1 名 

県が受け取る額 

277,937 円 

令和5年 

 4月14日 
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